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A. 研究目的 

国際的なエビデンスにより、進行がん患者に

対してがんと診断されたときからの緩和ケア

を提供することで患者の生活の質や症状の改

善、医療コストの低減効果が示され、欧米の主

要学会はがん治療中から専門的な緩和ケアを

提供することを推奨している。我が国ではがん

対策基本法の施行以降、早期がん患者も含めた

「治療の初期段階からの緩和ケア」「がんと診

断されたときからの緩和ケア」が推進されてき

た。これらの推奨にも関わらず、診断時からの

緩和ケアの臨床実践は十分に進んでいない可

能性が考えられ、そこには何らかの阻害因子が

存在する懸念がある。本研究班では、平成30

年度に医療従事者を対象とし、現場で直面する

診断時からの緩和ケアの実施に関わる阻害・促

進因子の調査を行った。 

 

研究方法 

1. 研究デザイン 

調査票を用いた郵送法による横断調査 

2. 調査対象 

地域がん診療病院を含む拠点病院等437施設

で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、

肺がん治療医、緩和ケア担当医、がん看護責任

者を対象とした。 

3．調査票の作成 

調査票の構成としてⅠ 回答者背景、 Ⅱ 根

治可能な早期がん・根治不能な進行再発がん患

者の外来・入院診療における改善すべき点があ

るか、 Ⅲ 外来・入院診療での担当看護師との

連携状況 Ⅳ サポート部門（緩和ケアチーム・

外来、がん相談の看護師など）との連携の状況

や考え方、その阻害・促進因子、 Ⅴ がん診療

の現場がどのように変わっていけばよいかに

関する意見 Ⅵ 「診断時からの緩和ケア」に

研究要旨 

がん対策推進基本計画等による推奨にも関わらず、診断時からの緩和ケアの実践が

臨床現場では十分に進んでいない可能性が考えられ、そこには何らかの阻害因子が関

与している懸念がある。本研究班では、医療従事者を対象とし、現場で直面する診断

時からの緩和ケアの実施に関わる阻害・促進因子の調査を行った。地域がん診療病院

を含む拠点病院等437施設で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、肺がん治

療医、緩和ケア担当医、がん看護責任者を対象とした。それぞれ215名（49.2%）、202

名（46.2%）、200名（45.8%）、249名（57.0%）、249名（57.0%）から回答を得た。 

苦痛への対応や、医師・看護師の連携状況は、入院と比較して外来において問題点が

多い傾向にあった。外来におけるがん診療でのケア提供体制として、多職種連携が実

践できる施策が求められると考えられる。 
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関する意見、上記構成とした。調査票の設計に

おいては、適切な文献検索および研究班外の医

療従事者に広く意見を聴取した。複数名の医療

従事者を対象とした調査票のパイロット実施

を行い、研究者の合議の上、最終的な調査票固

定が行われた。 

（倫理面への配慮） 

本調査研究は、医療従事者に任意の回答を求

める調査であり、人体から採取された試料等を

用いない。京都大学大学院医学研究科・医学部

及び医学部附属病院 医の倫理委員会より各種

研究倫理指針の対象外とする答申を受け、倫理

審査は省略した。回答は任意であり、調査票へ

の回答・返送をもって同意取得とみなした。 

 

C. 研究結果 

地域がん診療病院を含む拠点病院等437施設

で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、

肺がん治療医、緩和ケア担当医、がん看護責任

者を対象とした。それぞれ215名（49.2%）、202

名（46.2%）、200名（45.8%）、249名（57.0%）、

249名（57.0%）から回答を得た。 

外来・入院診療における改善すべき点につい

ての設問では、身体症状・有害事象・精神症状・

社会的問題・病状理解・アドバンスケアプラン

ニング・家族ケア、いずれの項目でも、外来の

方が改善すべき点が多いと回答され、がん治療

医・看護師、早期がん患者の診療・進行がん患

者の診療、いずれでも同様の結果であった。 

外来・入院診療における医師・看護師の連携

状況についての設問では、身体症状・有害事

象・精神症状・社会的問題・病状理解・アドバ

ンスケアプランニング・家族ケア・面談時の同

席、いずれの項目でも、外来の方が連携がうま

くいっていないと回答され、がん治療医・看護

師、早期がん患者の診療・進行がん患者の診療、

いずれでも同様の結果であった。 

求められる方策についての設問では、病状説

明の際の看護師の同席や、医師以外の職種の継

続的な対応など、多職種連携を促進する方策が

上位であった。苦痛のスクリーニングの徹底に

関しては、比較的下位であった。 

D. 考察 

 苦痛への対応や、医師・看護師の連携状況は、

入院と比較して外来において問題点が多い傾

向にあった。入院と比較して、外来では医療資

源や時間的余裕が限られていることが原因と

考えられ、診療報酬上の手当てなど外来におけ

るがん患者へのケアの提供体制の検討が必要

と考えられた。 

 

E. 結論 

外来におけるがん診療でのケア提供体制と

して、多職種連携が実践できる施策が求められ

る。 
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